
（平成２２年３月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 25 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 19 件

年金記録確認兵庫地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 
 

兵庫国民年金 事案 1505 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年 11 月から７年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 11月から７年３月まで 

申立期間当時、私は学生だったので、学生期間中の保険料を申請免除され

ていた。その後、免除期間のままにしておくと年金が満額支給されず、保険

料を追納するのが遅れると保険料が上がっていくことが分かった。 

平成７年４月に大学を卒業し就職する際に、申請免除期間の国民年金保険

料のことを両親に相談したところ、父が免除期間の保険料は納めてくれるこ

とになり、同年４月か５月ごろに父が免除期間の保険料 30 数万円を納付し

てくれ、領収印の押された領収書を見せてくれた。 

このような年金問題が起こるとは思いもよらず、年金手帳を持っていたこ

ともあり領収書を紛失してしまったが、父が私のために保険料を追納してく

れたのは間違い無いので、申立期間が免除期間のままとなっていることに納

得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の保険料をすべて納付している

とともに、厚生年金保険から国民年金への切替手続も適切に行っていることか

ら、申立人の国民年金に関する意識の高さがうかがえる。 

また、申立人及びその父親は、申立人の免除期間に係る保険料を追納するに

至った経緯を具体的に記憶しており、その供述については不自然な点は見当た

らない上、申立人の父親が一括して納付したとする保険料額は、申立人の申立

期間に係る保険料を平成７年４月又は５月に納付した場合の保険料額とおお

むね一致している。 

さらに、申立人の父親の厚生年金保険標準報酬月額から、平成７年当時、父

親には申立期間の保険料を納付できる十分な資力があったものと推認される



 
 

ことからも、申立人の父親が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付してい

たと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 
 

兵庫国民年金 事案 1506 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成３年 10 月から６年３月までの期間、７年

３月及び８年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年４月から 61年３月まで 

             ② 平成３年 10月から６年３月まで 

             ③ 平成７年３月 

             ④ 平成８年１月から同年３月まで 

私は会社を退職し、独立して自営業を始めた。売上げはすべて母親に渡し、

確定申告なども母親に任せていた。母親からは、私が会社を退職した後、役

場から国民年金に加入するようにとの連絡を受け、Ａ市Ｂ町の役場で加入手

続を行った上、同役場で、毎月１回、納付書で、現金により保険料を納付し

ていたと聞いている。自営業を始めて、最初の方は納めていないが、確か、

昭和 51 年ごろからは経営が安定してきたことから、同年４月から納付して

いると思う。年金手帳は加入するときにもらったように思うが、今は保管し

ていない。 

また、平成元年＊月＊日に姪が生まれ、その時から母親が、姪のために、

銀行に貯金をし始め、そのころからは、私の国民年金の保険料も同銀行の窓

口で納めていたと聞いている。未納とされている申立期間の年金記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立期間②については、申立人の母親によると、「私は、息子から自営業の

売上金の管理等を任せられていたので、自分の国民年金保険料の納付は後回し

にしてでも息子の国民年金保険料の納付を優先するようにして、毎月、金融機

関の窓口において、納付書により納付していた。」と強く主張しているところ、



 
 

その主張は当該期間におけるＡ市での保険料の納付方法及び納付単位月数と

一致する上、オンライン記録によると、申立人の母親については、当該期間の

うち、平成３年 10月及び同年 11月を除く期間の保険料が、後日３回に分けて

まとめて納付されていることが確認でき、母親自身の保険料を後回しに納付し

た時期もあるという主張の信憑
ぴょう

性及び母親の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立期間②の前後は国民年金保険料が納付済みである上、当該期間の

前後を通じて、申立人の仕事や住所に変更は無く、申立人によると、当時は自

営業の経営が安定していたとしているところ、申立人名義の預金口座の取引履

歴により、当該期間において申立人が国民年金保険料を納付できる収入は十分

あったものと推認されることから、当該期間の保険料が納付されたと考えても

不自然ではない。 

さらに、申立期間③及び④については、申立人が所持する平成７年及び８年

分の確定申告書（控）に記載されている国民年金に係る社会保険料の控除額は、

それぞれ現年度分の１年間の国民年金保険料額と一致している上、当該期間の

前後は保険料が納付済みであり、申立期間③の１か月及び申立期間④の３か月

のみが未納とされているのは不自然である。 

一方、申立期間①については、申立人の国民年金被保険者原票によると、当

該期間に係る保険料の納付記録が確認できない上、申立人が所持する昭和 59

年分の確定申告書（控）には、国民健康保険に係る社会保険料の控除額のみが

記載されており、国民年金に係る社会保険料の控除額は記載されていない。 

また、納付を担当していたとする申立人の母親についても、昭和 51 年４月

から同年９月までの期間を除き、当該期間の大部分の保険料が未納であり、ほ

かに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は、申立期間のうち、平成３年 10 月から６年３月までの期間、

７年３月及び８年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認められる。 

 



 
 

兵庫国民年金 事案 1507 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年３月まで 

私は国民年金制度が始まった当初は保険料を納めていなかったが、昭和

47 年ごろに市役所から、このままでは年金が受けられなくなると言われた

ので、一括して２通の納付書で保険料をさかのぼって納付し領収書をもらっ

た。２通の領収書の額は７万円ぐらいだったと思う。 

    自宅に送られたねんきん特別便を確認したら、昭和 36年４月から 39年３

月までの３年間が未納とされていることが分かった。私は市役所の職員の言

うとおりにさかのぼれるだけの保険料を納付したのに、未納とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間に保険料の未納が無く、納付意

識の高さがうかがえる。 

また、申立人は、昭和 47年ごろに、36年４月までさかのぼった国民年金保

険料として、７万円ほどの保険料を納付書で納付したと主張しているところ、

47 年３月ごろに申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されている上、納付

したとする金額は、第１回特例納付により納付したことがうかがえる申立期間

の直後の 39年４月から 44年 12月までの期間（69か月）並びに過年度納付及

び現年度納付したものとうかがえる45年１月から47年３月までの期間の保険

料額に、申立人が納付したと主張する申立期間の保険料を特例納付した場合の

保険料額を加えた合計とおおむね一致することから、申立人の主張には信ぴょ

う性がうかがえる。 

さらに、申立人は、申立期間当時は店を経営しており、申立期間の保険料を

納付したとする昭和 47 年ごろ、収入は十分にあったとしており、保険料を納



 
 

付するために必要な十分な資力があったことが推認できることを踏まえると、

申立期間に係る国民年金保険料を特例納付していたと考えても不自然では無

い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 
 

兵庫国民年金 事案 1508 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年１月から同年３月までの国民年金の定額保険料及び付加

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年１月から同年３月まで 

私は、「ねんきん特別便」が送付されたので、社会保険事務所(当時)に年

金記録の照会を行ったところ、昭和 59 年１月から同年３月までの納付記録

が未納となっていることが分かった。 

国民年金の任意加入については、熟慮した上で付加保険料を含めて加入手

続及び保険料納付を行っており、申立期間が未納となっていることは考えら

れないので、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、昭和 52 年９月に国民年金に任意加入

して以降、申立期間を除き、第３号被保険者制度が始まる半年前の 60 年９月

まで、定額保険料及び付加保険料を継続して納付していること(56 年 12 月分

については、厚生年金保険被保険者期間であったことから、平成 11 年２月に

還付)が確認できることから、申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立期間は３か月と短期間であるとともに、申立人は、申立期間の前

後において、転居等生活状況に特段の変化は無いことから、申立期間の３か月

のみが未納とされているのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について国

民年金の定額保険料及び付加保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 1564 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社（現在は、Ｂ社）における申立人の被保険

者記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 31年３月 27日）及び資格取

得日（32 年１月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年３月 27日から 32年１月１日まで 

    昭和 29年９月１日から 35年 11月 21日までＡ社に継続勤務していたにも

かかわらず、31 年３月 27 日から 32 年１月１日までの期間の年金記録が空

白となっているので調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、Ａ社において昭和 31年３月 27日に厚

生年金保険の被保険者資格を喪失し、32 年１月１日において同資格を再取得

しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

しかしながら、申立人が所持する退職金支給明細書から、申立人が申立期間

においてＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｂ社は、「震災と、統合・合併の経緯があることから、申立期間の厚

生年金保険被保険者の資格取得及び喪失に係る記録に関する資料は散逸して

いる。しかしながら、申立期間前後の厚生年金保険記号番号が一致しているこ

と、当時を知る役員も申立期間前後において申立人が転籍していた記憶が無い

こと、及び申立人が５年間永年勤続表彰の記念品を所持していることなどから、

申立期間もＡ社に継続して在籍していたと推察される。」と回答している。 

さらに、申立期間当時、申立人と同様の仕事をしていた複数の元同僚は、｢申

立人は申立期間の前後を通じてＡ社に継続して勤務しており、業務内容及び勤

務形態の変更は無かった。申立期間において、仕事内容は申立人と同じであっ



 

た。｣とそれぞれ証言している上、これらの元同僚については、いずれも申立

期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が継続していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る昭和 31 年２月及び

32年１月のオンライン記録から、１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主における納付義務の

履行については、事業主は不明であるとしているが、事業主から申立人に係る

被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険

事務所（当時）がこれを記録することは考え難いことから、事業主が社会保険

事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る昭和 31年３月から同年 12月までの保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 1565 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 17 年６月１日に労働者年金保険被保険者の資格を

取得した旨の届出を社会保険出張所（当時）に対し行ったことが認められ、か

つ、申立人の申立てに係る事業所における労働者年金保険被保険者の資格喪失

日は、18 年 12 月 10 日であったと認められることから、申立人に係る労働者

年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 17年６月から 18年３月ま

では 50円、同年４月から同年 11月までは 60円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17年６月１日から 18年 12月 10日まで 

私は、昭和 16年９月にＡ社Ｂ支店に入社し、17年４月１日にＣ営業所に

転勤、18 年 12 月 10 日に徴用のためいったん退職するまでの間、同社にて

継続勤務しているにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が

全く無いとされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社によると、「当社が保管する資料により、申立人は、昭和 16 年９月か

ら、申立期間のうちの少なくとも 17年 10月までは同社に在籍していたことが

確認できる。」としている上、申立人が名前を記憶し、申立期間について同社

の被保険者記録が確認できる元同僚８人のうち、連絡先が判明し聞き取り調査

を行うことができた二人によると、「申立人は、16年９月から 18年２月まで

同社Ｅ支店Ｃ営業所で一緒に勤務していた。」と証言している。また、当該事

業所に勤務していた期間については、申立人から「同期入社の元同僚と一緒に

当該事業所を退職し、徴用によりＦ社に異動した。」との供述があり、当該元

同僚のＦ社における資格取得日は申立人と同様に 18年 12 月 10日であり、申

立人の供述とも一致することから、申立人が申立期間にＧ社に勤務していたこ

とが認められる。 

さらに、申立人が所持する厚生年金保険被保険者証によると、申立人は昭和



 

17 年１月１日に被保険者資格を取得していることが確認できる。なお、厚生

年金保険制度は、17 年１月１日からの準備期間を経て、同年６月１日から当

時の労働者年金保険法として完全施行されている。 

加えて、申立人及び申立人が記憶する元同僚８人のうちの二人については、

Ｇ社Ｈ支店に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿によると、資格取得日

がそれぞれ昭和 20年８月 28日、同月 29日、同月 30日となっているものの、

オンライン記録によると、元同僚二人については、両人とも 17 年６月１日か

らの被保険者記録が確認できる。しかしながら、申立人については、20 年８

月 30日からの被保険者記録しか確認できない。 

その上、申立人及び上記の元同僚二人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）

については、「Ｉ社会保険出張所」及び「Ｊ社会保険出張所」のゴム印が押さ

れた２種類の台帳がそれぞれ確認でき、Ｉ社会保険出張所（当時）の台帳では、

３人ともＡ社において昭和 17 年１月１日に被保険者資格を取得し、同年４月

１日に同社Ｂ支店がＪ社会保険出張所（当時）の管轄となったことに伴い同資

格を喪失していることが確認できる一方、Ｊ社会保険出張所の台帳では、元同

僚二人については、17 年１月１日からＤ社の被保険者資格を取得しているこ

とが確認できるものの、申立人の資格取得日は、20年８月 30日であることが

確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人に係る年金記録の管理は適切であった

とは認められず、事業主は、申立人が昭和 17 年６月１日に労働者年金保険被

保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険出張所に対し行ったことが認め

られ、かつ、申立人の申立てに係る事業所における労働者年金保険被保険者の

資格喪失日は 18年 12月 10日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同期入社で、同様の職

種であったとする元同僚の標準報酬月額の記録から、昭和 17 年６月から 18

年３月までは 50円、同年４月から同年 11 月までは 60円とすることが妥当で

ある。 



 

兵庫厚生年金 事案 1566 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 34年５月 30日から同年６月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、Ａ社Ｂ支店における資格喪失日に係る記録を 34 年６月１日

に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年５月 30日から同年６月１日まで 

             ② 昭和 36年３月１日から同年６月 21日まで 

    Ａ社Ｂ支店は、昭和 34 年２月に設立されたＣ社と合併し、社名は変わっ

たものの、私はその後も継続して勤務していた。また、私がＤ社Ｅ支店に入

社したのは、Ｃ社を退職した日の翌日であり、入社後すぐに健康保険証をも

らったはずなので、厚生年金保険の記録を調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は申立期間①について、｢Ａ社Ｂ支店において継続して勤務し厚生

年金保険に加入していた。｣と主張しているが、当該事業所に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿によると、当該事業所は、昭和 34年５月 30日に

厚生年金保険の適用事業所でなくなっており（全喪）、申立人を含む 37 人

が同日付けで被保険者資格を喪失している。   

しかしながら、申立人及びＡ社Ｂ支店の複数の元従業員（申立人と同様に、

昭和34年５月30日に同社同支店における被保険者資格を喪失したことが確

認できる元従業員のうちの一人を含む。）が、申立期間①当時、Ａ社Ｂ支店

は、既にＣ社Ｆ支店に名称変更していたものの、業務は継続していたとして

いる。また、申立人と同様に申立期間①の被保険者記録が無い元従業員が保

管する給与明細書によると、「Ｃ社Ｆ支店」の名称が印刷され、当該期間に

相当する 34年５月の厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、当該事業所は、申立期間①において、従業員数が常時５人以上と



 

いう当時の厚生年金保険の適用事業所の要件を満たしていたものと考えら

れ、申立人は、当該事業所で継続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店に係る

昭和 34 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、9,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は全喪届を社会保険事務所に提出し、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る昭和 34 年５月の保険料についての納入の告

知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料を充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間②については、Ｄ社が保管する「厚生年金資格取得者台帳」によ

り、申立人の同社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 36 年

６月 21 日と確認でき、この日付は、同社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿の記録と一致している。 

また、申立期間②当時、Ｄ社Ｇ支店で勤務していた元従業員は、「申立人

は昭和 36年３月ごろに同社Ｇ支店に入社してきたと思う。私は 35年 12月

ごろに入社したと思うが、厚生年金保険の被保険者となったのは 36年４月

からである。本社では定期採用しており、入社日と同時に被保険者資格を

取得していたと思うが、私のような各支店の現地で採用された者の場合、

入社後、しばらくは厚生年金保険に加入しない見習期間があった。」と証言

している。さらに、本社採用でＧ支店に配属された元従業員は、「私は本社

で採用されたので、36 年３月１日の入社と同時に厚生年金保険の被保険者

資格を取得したが、申立人のように現地で採用された場合には、同保険の

被保険者資格取得は入社と同時ではないと聞いたことがある。」と証言して

いる。 

さらに、Ｄ社の現在の事務担当者は、「申立期間当時の事務担当者に確認

したところ、本社で一括して社会保険の手続と給料計算を行っていた。給与

明細書も本社から支店へ送付していた。」としていることから、申立人が、

申立期間②に同社Ｇ支店で勤務していたことは推認できるものの、入社と同

時には厚生年金保険の加入手続が行われなかったものと考えられる。 

このほか、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 
これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1567 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、昭和

49 年７月を７万 2,000 円、52 年７月を 13 万 4,000 円、53 年７月を 17 万円、

54年７月を 19万円、55年７月を 22万円、56年８月及び同年９月を 24万円、

60 年９月及び 62 年６月から同年９月までを 28 万円、63 年３月から同年 12

月までを 30 万円、平成元年１月を 34 万円、同年２月から同年７月までを 32

万円、同年８月を 34 万円、同年９月から同年 12月までを 32万円、２年１月

を 36万円、同年２月を 34万円、同年３月から同年 12月までを 32万円、３年

１月を 38万円、同年２月を 36万円、同年３月から同年 12月までを 34万円、

４年１月から５年１月までを 36万円、同年２月を 38万円、同年３月から同年

９月までを 36 万円、同年 10 月から同年 12 月までを 38 万円、６年１月を 41

万円、同年２月及び同年３月を 38万円、同年４月から同年 11月までを 41万

円、同年 12月を 47万円、７年１月を 41万円、同年２月を 44万円、同年３月

を 41万円、同年４月及び同年５月を 44万円、同年６月及び同年７月を 41万

円、同年８月から８年８月までを 44万円、同年９月を 47万円、同年 10月か

ら９年２月までを 44万円、同年３月から同年７月までを 47万円、同年８月か

ら同年 10月までを 50 万円、同年 11月を 47 万円、同年 12月から 10年 12月

までを 50万円、11年１月から 12年９月までを 53万円、同年 10月を 56万円、

同年 11月を 53万円、同年 12月から 14年４月までを 56万円に訂正すること

が必要である。 

   なお、事業主は申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年７月１日から 56年 10月９日まで 

             ② 昭和 56年 10月９日から平成 14年５月 21日まで 

 

ねんきん定期便と保管していた給与明細書と照合の結果、標準報酬月額と



 

実際の支給額、及び納付されている保険料額と実際徴収された保険料額に相

違があるため、給与支払額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、申立期間における標準報酬月額の相違について主張しているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であり、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人から提出があった給

与明細書及び給与所得の源泉徴収票において確認できる保険料控除額から、申

立期間①については、当該期間のうち、昭和 49年７月を７万 2,000円、52年

７月を 13 万 4,000 円、53 年７月を 17 万円、54 年７月を 19 万円、55 年７月

を 22 万円、56 年８月及び同年９月を 24 万円に訂正することが妥当である。

また、申立期間②については、当該期間のうち、昭和 60年９月及び 62年６月

から同年９月までを 28万円、63年３月から同年 12月までを 30万円、平成元

年１月を 34万円、同年２月から同年７月までを 32万円、同年８月を 34万円、

同年９月から同年 12 月までを 32 万円、２年１月を 36 万円、同年２月を 34

万円、同年３月から同年 12月までを 32万円、３年１月を 38万円、同年２月

を 36万円、同年３月から同年 12月までを 34万円、４年１月から５年１月ま

でを 36万円、同年２月を 38万円、同年３月から同年９月までを 36万円、同

年 10月から同年 12月までを 38万円、６年１月を 41万円、同年２月及び同年

３月を 38万円、同年４月から同年 11月までを 41万円、同年 12月を 47万円、

７年１月を 41万円、同年２月を 44万円、同年３月を 41万円、同年４月及び

同年５月を 44万円、同年６月及び同年７月を 41万円、同年８月から８年８月

までを 44万円、同年９月を 47万円、同年 10月から９年２月までを 44万円、

同年３月から同年７月までを 47万円、同年８月から同年 10月までを 50万円、

同年 11 月を 47 万円、同年 12 月から 10 年 12 月までを 50 万円、11 年１月か

ら 12年９月までを 53万円、同年 10月を 56万円、同年 11月を 53万円、同年

12月から 14年４月までを 56万円に訂正することが妥当である。 

  なお、申立人に係る当該期間の保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、給与明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準

報酬月額と社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が長期間に

わたり一致していないことから、事業主は給与明細書において確認できる報酬

月額又は保険料控除額に見合う金額を届け出ておらず、その結果、社会保険事

務所は、当該報酬月額に見合う厚生年金保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

   一方、申立期間①のうち、昭和 45年７月から 49年６月までの期間、同年８

月から 52年６月までの期間、同年８月から 53年６月までの期間、同年８月か

ら 54年６月までの期間、同年８月から 55年６月までの期間及び同年８月から

56 年７月までの期間については、申立人から提出があった給与明細書上の保

険料控除額を基に算定した標準報酬月額は、オンライン記録の申立人に係る標

準報酬月額と一致又はそれ以下であることが確認できる上、ほかに申立人が主

張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

また、申立期間②のうち、昭和 56年 10月から 60年８月までの期間、同年

10月から 62年５月までの期間及び同年 10月から 63年２月までの期間につい

ては、申立人から提出があった給与明細書上の保険料控除額を基に算定した標

準報酬月額は、オンライン記録の申立人に係る標準報酬月額と一致している上、

ほかに申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間①のうち、

昭和 45年７月から 49年６月までの期間、同年８月から 52年６月までの期間、

同年８月から 53年６月までの期間、同年８月から 54年６月までの期間、同年

８月から 55年６月までの期間及び同年８月から 56年７月までの期間、並びに

申立期間②のうち、56 年 10 月から 60 年８月までの期間、同年 10 月から 62

年５月までの期間及び同年 10月から 63年２月までの期間において、その主張

する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1568 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 37 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年４月１日から同年５月１日まで 

私は、昭和 34年６月１日から平成 12年 10月 31日までの間、継続してＡ

社に勤めていたが、昭和 37 年４月１日付けで同社本社からＢ工場に異動し

た際の厚生年金保険の記録が１か月欠落していることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が発行した就業証明書及びＣ健康保険組合の被保険者記録から判断す

ると、申立人は、同社において昭和 34年６月１日から平成 12年 10月 31日ま

での間、継続して勤務し（37 年４月１日付けで同社本社から同社Ｂ工場に異

動発令）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、当該異動日については、Ａ社によると、「昭和 37 年４月１日付けで

本社からＢ工場に異動となった際に、同工場が厚生年金保険に適用されるまで

の間、本社在籍とし、資格喪失日を同年５月１日として届け出るべきところ、

同年４月１日として届け出たことが原因として考えられる。」としていること

から、Ａ社における資格喪失日を 37年５月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る昭和 37 年３月の社

会保険事務所（当時）の記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、社会保険事務所に対する届出を誤って提出したこと



 

を認めており、事業主が資格喪失日を昭和 37 年４月１日として届け、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の厚生年金保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付すべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1509 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年６月から 59年１月までの期間及び同年５月から 61年 12

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年６月から 59年１月まで 

             ② 昭和 59年５月から 61年 12月まで 

Ａ市に在住している時、年金未払書が届き、電話したところ「納めない

と将来年金を受け取ることができません」と言われ納めに行った。その後、

Ｂ市に引っ越してからも必ず市役所に行かなければならないと思い、国民

健康保険の手続と一緒に国民年金についても手続と納付は行っているはず

なのに、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

戸籍の附票によると、申立人は、昭和 58年６月からＡ市に在住し、60年２

月にＡ市からＢ市に転出していることが確認できるものの、Ａ市及びＢ市のい

ずれにおいても申立人の国民年金の加入記録は確認できない。 

また、オンライン記録によると、申立人は、平成９年３月 21 日付けで基礎

年金番号が厚生年金保険の記号番号で付番されていることが確認でき、この時

点では、時効により申立期間の国民年金保険料を納付できない上、それ以前に

別の国民年金手帳記号番号が申立人に対して払い出されていたことをうかが

わせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間当時に在住していたＡ市及びＢ市において、国

民年金と同時に国民健康保険の加入手続も行い、保険料を納付していたとして

いるが、Ａ市及びＢ市によると、いずれの市においても、申立期間に係る申立

人及びその妻の国民健康保険の加入記録は無いとしており、申立内容と相違す

る。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 



 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1510 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年４月から 59年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月から 59年３月まで 

私は、昭和 60年当初に国民年金に加入し、国民年金保険料を納めてきた。

同年９月に結婚して妻と市役所に行き、妻の国民健康保険の加入手続を行っ

た。その際、市役所の職員に、「妻の国民年金の加入手続も行うように。過

去の未納の国民年金保険料については２年分さかのぼって納付できる。」と

言われた。そこで、数日後、私達夫婦は、58 年４月からの二人分の未納保

険料を、結婚祝い金を使って、上記の市役所職員に窓口で手渡して納付した。

また、その後は毎月、夫婦二人分の保険料を一緒に金融機関で納付していた。 

このように、私達夫婦は、昭和 58 年４月以降の国民年金保険料を未納と

すること無く納付しているので、年金記録では申立期間の国民年金保険料が

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭

和 60 年１月４日に払い出されており、申立人の主張どおり、申立人はこのこ

ろに国民年金に加入したことが確認できるため、この時点においては、申立期

間の国民年金保険料を過年度納付することができたが、申立人が申立期間の国

民年金保険料を納付したとする 60 年９月の時点においては、申立期間のうち

58 年４月から同年８月までの期間については、時効により国民年金保険料を

納付することはできない。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を市役所の窓口で納付したと主

張しているが、市役所によると、当時、窓口では、過年度の国民年金保険料に

ついて、納付書は発行していたものの、収納することはなかったとしているこ

とから、申立人の主張と符合しない。 



 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

兵庫国民年金 事案 1511 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年４月から 62年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月から 62年３月まで 

独身時代に社会保険に加入していなかった私は、昭和 60 年９月に結婚し

て夫と市役所に行き、国民健康保険の加入手続を行った。その際、市役所の

職員に、「国民年金の加入手続も行うように。過去の未納の国民年金保険料

については２年分さかのぼって納付できる。」と言われた。既に国民年金に

加入していた夫にも国民年金保険料の未納があったので、数日後、私達夫婦

は、58 年４月からの二人分の未納保険料を、結婚祝い金を使って、上記の

市役所職員に窓口で手渡して納付した。また、その後は毎月、夫婦二人分の

保険料を一緒に金融機関で納付していた。 

このように、私達夫婦は、昭和 58 年４月以降の国民年金保険料を未納と

すること無く納付しているので、年金記録では申立期間の国民年金保険料が

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭

和 62 年５月１日に払い出されており、申立人の主張とは異なり、申立人はこ

のころに国民年金に加入したことが確認でき、この時点においては、申立期間

のうち、58年４月から 60年３月までの期間については、時効により国民年金

保険料を納付することはできない。 

また、申立人が国民年金に加入したと主張する昭和 60 年９月ごろに、上記

とは別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない上、仮に、60年９月を起点にしても、申立期間のうち 58年４

月から同年８月までの期間については、時効により国民年金保険料を納付する

ことはできない。 



 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を市役所の窓口で納付したと

主張しているが、市役所によると、当時、窓口では、過年度の国民年金保険料

について、納付書は発行していたものの、収納することはなかったとしている

ことから、申立人の主張と符合しない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1512 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年８月から同年 12月までの期間及び 58年７月から 59年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年８月から同年 12月まで 

             ② 昭和 58年７月から 59年３月まで 

私は、昭和 59 年４月にＡ県で就職したため、Ｂ市役所Ｃ出張所で転入届

を提出した。その際、年金の担当者が記録の確認を行った上、未納期間の保

険料をさかのぼって納付するよう勧めたため、申立期間①及び②について、

保険料を一括で納付する用紙を作成してもらい、合計約８万円の保険料を窓

口で納付した。 

その後、昭和 61年６月 14日、Ｂ市役所Ｃ出張所で転出届を提出しようと

したところ、同年１月 16 日付けで、市役所が職権により私の住民登録を抹

消したことが判明した。市役所本庁に出向いて説明を求めたが、回答が無く、

理由は不明であった。続く同年６月 16日にＤ市役所で転入届を提出した際、

同市役所の担当者が、Ｂ市役所に連絡して、同年１月 16 日付けでＤ市への

転入届は受理された。このような不可解な出来事があったこともあって、私

の年金記録についても疑いを持っている。申立期間の年金記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号については、最初の４桁が＊で始まる番号が

払い出されているところ、社会保険事務所（当時）によると、最初の４桁が＊

で始まる国民年金手帳記号番号は、Ｅ市又はＦ市で加入手続を行った際に払い

出されていた番号であるとしていることから、申立人が加入手続を行った時点

は、申立人がＥ市へ転入した昭和 62年１月 17日以降と推認され、この時点に

おいて、申立期間①及び②については、時効により保険料を納付できない期間



 

となる。 

また、申立人が昭和 59 年４月にＢ市役所Ｃ出張所で加入手続を行い、上記

とは別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

さらに、申立人は、昭和 59 年４月にＢ市役所Ｃ出張所で転入届を提出した

際、同出張所の職員から国民年金保険料の納付を勧められ、申立期間①及び②

について、保険料を一括で納付する用紙を作成してもらい、合計約８万円の保

険料を窓口で納付したと主張しているが、この時点において、申立期間の一部

は、保険料を過年度で納付する期間となるところ、Ｂ市によると、当時、同市

役所及び同市役所Ｃ出張所では過年度納付書の発行及び過年度保険料の窓口

での収納を行っておらず、過年度保険料の納付について申出があった場合は、

社会保険事務所に進達し、社会保険事務所から過年度納付書が自宅に郵送され

ていたとしており、Ｂ市役所Ｃ出張所の窓口で保険料をさかのぼって納付した

とする申立内容と一致しない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

      これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1513 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年１月から 51年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から 51年 12月まで 

    私は、「ねんきん特別便」が届いたので、社会保険事務所（当時）に赴い

て年金記録の確認をしたところ、昭和 49年１月から 51年 12月までの納付

記録が無いことが分かった。また、国民年金は、両親が家族全員の保険料を

集金人に納付しており、私のみの年金記録が無いのはおかしいので第三者委

員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁（当時）の記録によると、申立人には、国民年金の加入記録が無

い上、国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえないことから、申

立人の両親が申立人の国民年金保険料を納付できたとは考え難い。 

また、申立人が提出した昭和 51 年分の申立人の父親の確定申告書（控え）

によると、記載された社会保険料控除額に申立人の申立期間に係る国民年金保

険料額が計上されたことはうかがえないことから、申立人の保険料が納付され

ていたとは推認できない。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接

関与していない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1514 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年５月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年５月から 50年３月まで 

結婚するまでの期間は親の扶養に入っており、両親が私の国民年金保険

料を納付してくれていたと思う。父は生前、私の分も納付しているので高

くつくと言っていた記憶がある。 

しかし、両親が既に他界しており、領収書等の書類も残っていないが、

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 53年４月 12日に払い出されており、それ以前に別の同手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、上記の手帳記号番号が

払い出された 53 年４月時点では、時効により申立期間の国民年金保険料を納

付することができない。 

また、国民年金被保険者台帳によると、当該時点において時効にかからず保

険料の納付が可能であった、申立期間直後の昭和 50年４月から 53年３月まで

の国民年金保険料が過年度納付されていること（市によると、過去においては、

納期限から２年さかのぼり時効となる時点を越えて、年度当初の４月分までの

保険料を過年度納付できる納付書を発行していたことがあったとしており、当

時においても同様の取扱いを行っていた可能性が考えられる。）が確認できる。 

さらに、申立期間における国民年金保険料の納付については、申立人は関与

していない上、申立人の両親は既に他界しており、申立期間当時の納付に関す

る状況について確認することができない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい



 

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 1569 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年５月 10日から 59年８月 31日まで 

私は、昭和 57年４月 28日に妻と長女と三人で日本に永住するために外国

から入国し、その二日後に、Ａ社（現在は、Ｂ社）を紹介され勤めることに

なった。アルバイトから同年５月 10 日に正社員となり健康保険証も持って

いたのに、厚生年金保険の加入が 59 年９月１日からとなっているので調べ

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する在職証明書及び雇用保険の被保険者記録から判断すると、申

立人は申立期間においてＡ社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ｂ社によると、「申立期間当時の賃金台帳は無く、当時の事

業主も既に亡くなっているため、申立人に係る厚生年金保険料の控除の有無等

については確認することはできない。」としている。 

また、申立期間にＡ社で厚生年金保険被保険者資格を有し、申立人と同様に

当時外国籍であった元従業員二人について、Ｂ社が保管する当該元従業員二人

の在職証明書に記載されている入社日は、それぞれ昭和 56 年１月５日及び同

年７月１日であるところ、オンライン記録によると、同事業所に係る厚生年金

保険被保険者の資格取得日は、それぞれ同年 12月１日及び 57年９月１日であ

り、入社から被保険者資格の取得まで約 11 か月から約１年２か月遅れている

ことが確認できることから、当時、同事業所では、外国籍の従業員については、

入社と同時に厚生年金保険には加入させていなかったことがうかがえる。 

さらに、Ｂ社が保管する申立人に係る昭和 57 年分の給与支払者報告書によ

り、社会保険料控除額について、給与支払者報告書に記載されている給与支給

額から推定される標準報酬月額に見合う健康保険料及び厚生年金保険料を試



 

算したところ、その合計額は、給与支払者報告書に記載されている社会保険料

控除額を大きく上回ることから、厚生年金保険料が給与から控除されていたも

のと認められない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたこと示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1570 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30年４月 15日から 37年５月 20日まで 

         ② 昭和 39年４月２日から 41年３月 10日まで 

         ③ 昭和 42年２月 10日から 48年３月 21日まで 

         ④ 昭和 53年４月 20日から平成２年 11月８日まで 

私は、昭和 30 年４月 15 日から 41 年３月９日までの期間及び 42 年２月

10 日から 49 年１月 20 日までの期間、それぞれＡ社に勤務していたが、37

年５月 21日から 39年４月２日までの期間及び 48年３月 22日から 49年１

月 21 日までの期間しか厚生年金保険被保険者記録が無いことに納得できな

い。また、その後勤務したＢ社（現在は、Ｃ社）において 53年４月 20日か

ら平成２年 11 月８日までの厚生年金保険被保険者記録が無いことにも納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①から③までについては、申立人は、昭和 30 年４月 15 日から

41 年３月９日までの期間及び 42 年２月 10 日から 49 年１月 20 日までの期

間、それぞれＡ社に勤務していたとしているが、オンライン記録によると、

37年５月 21日から 39年４月２日までの期間及び 48年３月 22日から 49年

１月 21 日までの期間しか厚生年金保険の被保険者記録は確認できない上、

同社が保管する健保厚年番号払出簿によると、申立人は、37年５月 21日に

厚生年金保険被保険者資格を取得し、39 年４月２日に同資格を喪失後、48

年３月 22 日に再度同資格を取得し、49 年１月 21 日に同資格を喪失してい

ることが確認でき、オンライン記録と一致する。 

    また、Ａ社によると、「申立人の職種がＤ職であったとするのであれば、

当時下請事業所であったＥ社の従業員であったのではないか。」としており、



 

申立人も「当時の給与についてはＥ社から支給されていた。」と証言してい

るところ、オンライン記録によると、Ｅ社は昭和 40 年４月１日から 53 年

11 月７日までの間、厚生年金保険の適用事業所であった記録は確認できる

ものの、申立人のＥ社に係る被保険者記録は確認することはできない。 

    さらに、申立期間①から③までのいずれかにＡ社で厚生年金保険被保険者

資格を有する元従業員 38人を把握し、聞き取り調査を行った結果、４人は、

「申立人が同社に勤務していたことは記憶しているが、勤務期間は分からな

い。また、申立人がＡ社の社員だったか、Ｅ社の社員だったかも分からない。」

と証言しており、残る 34 人は、「申立人を記憶していない。」と証言して

いることから、申立人の勤務期間及び勤務実態を確認することができない上、

申立人が申立期間③においてＡ社に再度勤務するように依頼されたと記憶

する元従業員３人については、３人とも既に亡くなっており、当時の状況を

確認することができない。 

    加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及び厚生年金保険

被保険者台帳記号番号払出簿によると、申立人は、昭和 37年５月 21日に記

号番号＊により被保険者資格を取得し、39 年４月２日に同資格を喪失後、

48年３月 22日に別の記号番号（＊）により再度同資格を取得し、49年１月

21 日に同資格を喪失していることが確認でき、当該記録に不自然な点は見

当たらない。 

２ 申立期間④については、申立人は、昭和 53年４月 20日から平成 10年 11

月 20 日までの間、Ｃ社において継続して勤務していたとしているが、同社

は、「申立人は、申立期間には下請事業所であったＦ社の従業員として当社

の現場で勤務していた。」と回答している上、Ｃ社の元従業員も同様の証言

をしており、申立人も「当時の給与はＦ社から支給されていた。」と証言し

ている。しかし、オンライン記録によると、Ｆ社が厚生年金保険の適用事業

所であった記録は確認できない。 

   また、Ｃ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標

準報酬決定通知書によると、申立人は、平成２年 11 月９日に被保険者資格

を取得していることが確認できる上、同社が保管する申立人に係る雇入通知

書においても、雇用期間の始期は同日であることが確認できる。 

   さらに、申立期間④にＣ社で厚生年金保険被保険者資格を有する元従業員

５人を把握し、聞き取り調査を行った結果、上記の元従業員以外の４人は、

「申立人を記憶していない。」と証言しており、申立人の勤務期間及び勤務

状況を確認することができない。 

   加えて、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期

間④において被保険者資格を取得している者の中に申立人の氏名は確認で

きない上、健康保険の番号に欠番は無く、当該名簿の記録に不自然な点は見

当たらない。 



 

 ３ このほか、申立人が申立期間①から④までに係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①から④までに係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めること

はできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 1571 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年８月 10日から 41年 12月 31日まで 

② 昭和 42年７月 30日から 47年５月 10日まで 

  私は、14歳のころからＡ社で勤務し、退職するまでに 10年間は経過して

いたと記憶している。 

 しかし、年金記録では、Ａ社で勤務していた期間に係る厚生年金保険の加

入期間は 36か月となっており、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務し始めた 14歳のころから退職するまで 10年間は経過

していたとしているところ、オンライン記録によると、申立人は、同社におい

て厚生年金保険被保険者資格の取得と喪失を繰り返し、最後（３回目）の資格

喪失日は、申立期間①より前の昭和 40 年７月 28 日であることが確認できる。

当該資格喪失日は、申立人が 14歳となった 29年＊月から約 11年間が経過し

ていることから、申立人がＡ社に在籍していたと主張する期間とおおむね一致

することとなり、申立期間①及び②を含めると、申立人の主張と相違する。 

また、オンライン記録により、申立期間①又は②において、Ａ社で厚生年金

保険被保険者資格を取得していることが確認できる元従業員９人（申立期間①

は３人、申立期間②は６人）に文書で照会したところ、回答があった７人（申

立期間①は２人、申立期間②は５人）全員が申立人を記憶していない上、申立

人も、同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により当該期間に厚生年金保

険被保険者資格を取得したことが確認できる元従業員 20 人について、全員を

記憶していない。 

さらに、公共職業安定所によると、申立期間①及び②における申立人に係る

雇用保険の記録は無いとしている。 



 

以上のことから、申立人が申立期間①及び②においてＡ社に勤務していたこ

とが確認できないことに加え、上記の被保険者名簿によると、申立期間におい

て申立人の氏名は確認できない上、整理番号には欠番が無く、申立人の記録の

欠落をうかがわせる不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1572 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25年 12月１日から 26年８月１日まで 

私は、Ａ社の前身のＢ社に入社して以降、私が事業を引き継いで平成 10

年６月に廃業するまでの間、事業主や事業所の名称は変わっているものの、

継続して勤務していたが、Ａ社からＣ社に社名変更した際の申立期間の厚生

年金保険被保険者記録が欠落していることに納得できないので調査願いた

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社の前身のＢ社に入社して以降、Ａ社から事業を引き継いだ各

事業所においても継続して勤務していたとしているところ、申立人は、事業所

の組織の変遷やその事業内容、自身の業務内容などを具体的に記憶しているこ

とから、申立人が、Ａ社から事業を引き継いだＣ社に勤務していたことは推認

できる。 

しかしながら、当該事業所は既に適用事業所でなくなっており、最終的には

申立人が当該事業所を引き継いで事業主となっているものの、申立期間当時の

資料は残っていないとしている上、当時の事業主も亡くなっているため、申立

人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について確認することができない。 

また、申立人が記憶する元同僚は既に亡くなっているため、申立期間にＣ社

において厚生年金保険被保険者資格を有する元従業員 49 人のうち、連絡先の

判明した４人に文書照会を行い、そのうち二人から回答があり、一人は、「申

立人のことを記憶しているが、申立期間も勤務していたかどうかは分からな

い。」と証言している上、もう一人は、「申立人のことを記憶していない。」と

証言しており、申立人が申立期間に同社に在籍していたことについて具体的な

証言を得ることができない。 



 

さらに、Ａ社及びＣ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人と同様に昭和25年12月１日にＡ社の被保険者資格を喪失した元従業員

は申立人を含め 46人確認でき、そのうち 30人が、Ｃ社が厚生年金保険の新規

適用事業所となった同年 12 月１日に、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者台帳

記号番号と同じ記号番号によりＣ社で被保険者資格を取得していることが確

認できるが、申立人は、Ａ社の被保険者資格を喪失後、26 年８月１日に同社

に係る厚生年金保険被保険者台帳記号番号とは別の記号番号によりＣ社で被

保険者資格を取得していることが確認でき、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿の申立人の備考欄には、健康保険被保険者証を返却した旨の記載

を確認することができる。 

加えて、申立人と同様に昭和 25年 12月１日以降にＣ社で厚生年金保険被保

険者資格を取得した者の一人は、「自身の記録については、Ａ社をいったん退

職し、その後改めてＣ社に就職したので、間違い無い。」と証言している。 

その上、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同社が厚

生年金保険の新規適用事業所となった昭和 25年 12月１日から、申立人が被保

険者資格を取得した 26 年８月１日までの間に、申立人の氏名は確認できない

上、健康保険の番号に欠番は無く、同名簿に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1573 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年２月 18日から同年６月 30日まで 

    私は、昭和 49年２月にＡ社に転職し、前職よりも給与が上がったことや、

同年６月に同社を退職して他社の採用面接を受けた際も、「Ａ社さんのよう

な高い給与は出せない。」と言われたことを覚えている。 

    しかし、ねんきん定期便の記録では、Ａ社における標準報酬月額が、その

前後に勤務していた事業所における標準報酬月額より低額であり、この記録

は間違っていると思われるので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係るＡ社における申立人の標準報酬月額については、「健康保険

厚生年金保険被保険者原票」及びＡ社が提出した「健康保険厚生年金保険被保

険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書」のいずれにおいても６万 4,000

円と記載されている上、同社が加入しているＢ厚生年金基金が保管する資料に

ついても、当該金額と一致することが確認できる。 

また、申立人は、Ａ社では毎月 40時間から 50時間ほどの残業があったとし

ているが、同社の職員名簿には、申立人の昭和 49 年２月の給料及び手当は計

６万 4,000円と記載されており、これには時間外手当が含まれていない。同社

は、「採用時における健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届の際には、標

準報酬月額に時間外手当を含めておらず、毎年７月に健康保険厚生年金保険被

保険者報酬月額算定基礎届を行う時点で、標準報酬月額に時間外手当を含める

こととしている。申立人は、昭和 49 年２月に入社し同年６月末に退社してい

るので、申立人の在職期間中は、算定基礎届を行っていない。」と回答してい

ることから、申立期間における時間外手当については、標準報酬月額に反映せ

ず届け出ていたと考えられる。 



 

さらに、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得日の３か月前

（昭和 48年 11月）から資格喪失日（49 年６月 30日）までの間に、同社にお

いて資格取得している職員 40 人の標準報酬月額についてみると、それぞれの

資格取得日から同社が算定基礎届を提出した 49年７月までは、40人のうち 38

人が申立人と同額の６万 4,000円かそれ以下であり、申立人の標準報酬月額の

みが同僚の取扱いと異なり低額であるという事情は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間において、その主張する手取り月収に見合った標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から当該保険料が控除されて

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間について、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1574 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年８月 30日から 33年９月１日まで 

             ② 昭和 33年 11月 27日から 35年５月１日まで 

    私は、昭和 30 年８月 30 日にＡ社に入社し、35 年４月末までＢ社の下請

けの仕事をしていたが、厚生年金保険の被保険者記録はその一部の期間しか

無い。事務長より、入社当初から、厚生年金保険料を給与から控除するとの

説明があったにもかかわらず、勤務していた期間の一部に厚生年金保険被保

険者記録の欠落があることに納得できないため訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚の証言及び申立人が記憶している元同僚の厚生年金保険被保

険者記録が確認できることにより、期間は特定できないものの、申立人がＡ社

に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立期間①及び②前後の時期においてＡ社で厚生年金保険被

保険者資格を有し、所在が確認できた 26 人に、申立人の厚生年金保険への加

入状況について照会したところ、19 人から回答があったものの、申立人が申

立期間①及び②において厚生年金保険に加入していたことを裏付ける証言や

証拠は得られない上、同社に照会しても、申立人の勤務実態及び保険料控除の

状況が確認できる資料は保管されておらず、当時の代表社員及び事務長は既に

死亡していること等の理由から、申立内容及び勤務実態や厚生年金保険への加

入状況について確認することができない。 

また、ⅰ）上記の回答があった 19 人のうち、Ａ社における勤務期間を記憶

している 10 人中６人は、記憶している勤務期間と厚生年金保険被保険者期間

に約１年半から４年の相違があるところ、複数の元従業員によると、入社当初

の臨時工であった期間は、厚生年金保険に加入しておらず、その間、給与から



 

保険料は控除されていなかったと証言していること、ⅱ）そのうちの一人は、

当時、日雇勤務で給料は少なかったと証言していること、ⅲ）当該事業所によ

ると、関係資料が残っていないため詳細は不明であるが、申立期間については、

期間限定の臨時雇用や日雇雇用等が考えられるとしていること、ⅳ）申立人が

同じグループで働いていたとする複数の元同僚のオンライン記録によると、当

該事業所において複数回の被保険者資格の取得及び喪失が行われていること

が確認できること等から、当該事業所では、従業員のすべての勤務期間につい

て厚生年金保険に加入させていたわけではなかったと考えられる。 

さらに、申立人がＡ社から唯一交付されたとする厚生年金保険被保険者証に

よると、昭和 33 年９月１日に初めて被保険者資格を取得していることが確認

できるところ、記載されている厚生年金保険被保険者記号番号は、同台帳記号

番号払出簿から、同日に払い出されていることが確認でき、オンライン記録と

も一致する。 

加えて、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申

立人が昭和 33年 11 月 27日に資格喪失し、健康保険の被保険者証を返却した

ことを表す「返」の記載が確認できる上、申立期間①及び②に申立人の氏名の

記載は無く、当該期間前後に整理番号の欠番は無い等、申立人の記録の欠落を

うかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から

厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 
これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1575 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23年４月から同年 11月 16日まで 

② 昭和 24年４月 16日から 26年３月まで 

    昭和 23 年４月にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、26 年春まで勤務した。

厚生年金保険の記録では、同社での勤務期間のうち、約半年ほどしか記録が

無いが、勤務していたことは間違い無いので、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管している人事記録によると、申立人の同社での在籍期間は昭和

23年８月 11日から 24年４月 16日までであり、この退職日の日付は、Ａ社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）に

おいて、申立人が被保険者資格を喪失したとされている日と一致している。 

また、被保険者名簿により、申立期間当時に厚生年金保険の被保険者資格を

有する元従業員のうち、所在が確認できた９人に照会したところ、全員から回

答があり、そのうちの一人は、｢申立人が同社で勤務していたことは記憶して

いるが、その勤務していた時期までは不明である。｣と証言している上、残る

８人は、申立人を記憶しておらず、申立人の申立期間当時の勤務状況を確認す

ることができない。 

さらに、Ｂ社の現在の担当者は、「申立期間当時は従業員個々に試用期間の

長さ及び厚生年金保険の加入の取扱いが異なっていた。」としているところ、

上記の元従業員９人の中には、「試用期間が無かった。」と証言する者や、「最

初の１か月は試用期間だった。」、「入社後３か月ほど試用期間があった。」と証

言する者がおり、同社の回答のとおり、当時、従業員ごとに試用期間の有無が

異なり、その長さも区々となっていたため、当該事業所においては従業員を必



 

ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させていたわけではなく、同保険への

加入時期も一律ではなかったことがうかがえる。 

加えて、Ｂ社の現在の担当者は、「厚生年金保険に加入していない者の給与

から厚生年金保険料を控除することはない。」としている。 

このほか、被保険者名簿の健康保険番号には欠番が無く、申立人の記録の欠

落をうかがわせる不自然な点は見当たらない上、申立人が、申立期間①及び②

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを示す関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 1576 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年４月 15日から 45年６月１日まで 

私は、昭和 37 年２月１日にＡ社に入社し、46 年３月 25 日まで同社に継

続して勤務していたが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録が欠落し

ており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 37年２月１日から 46年３月 25日までの間、Ａ社に継続し

て勤務していたとしているところ、同社によると、｢申立期間当時の資料は残

っていないものの、申立人は申立期間において当社に勤務していた。｣として

いる。 

しかしながら、Ａ社は、「申立人は、入社当初は会社のリヤカーを使って業

務を行っていたが、申立期間においては、自身の車を持ち込んで業務を行うよ

うになり、それに伴い申立人の勤務形態や給与形態が変わったため、給与から

厚生年金保険料を控除していなかったと思われる。」としている。 

また、申立期間においてＡ社で厚生年金保険被保険者資格を有する元従業員

５人から聞き取り調査を行ったところ、そのうち一人は、「申立人は同社に勤

務していたが、自身の車を持ち込んでいたため、他の従業員と勤務形態が異な

るのではないか。」と供述しており、当該事業所の証言と一致する上、残る４

人は、「申立人の記憶は無い。」としている。 

さらに、当該事業所が昭和 39 年９月１日から加入しているＢ健康保険組合

（当時は、Ｃ健康保険組合）によると、｢当健康保険組合における申立人の被

保険者期間は、申立期間直後の 45年６月１日からである。｣としている。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人は、

昭和 41 年４月 15 日に被保険者資格を喪失し、45 年６月１日に同社における



 

２度目の被保険者資格を取得していることが確認できる上、健康保険の番号に

欠番は無く、同名簿に不自然な点は見当たらない。 

このほか、オンライン記録によると、申立人は、申立期間のうち昭和 41 年

５月から 45 年３月までの期間については国民年金の被保険者資格を有し、国

民年金保険料を納付していることが確認できる上、申立人が申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを示す関連資料は

無く、ほかに申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1577 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年９月 10日から 38年 12月 21日まで 

    私は、昭和 28年から結婚した 38年までＡ社で働いた。給料から厚生年金

保険料が引かれていたのに、申立期間の被保険者記録が無いので、社会保険

事務所（当時）で調べてもらったところ、私の名前や性別に間違いがある上、

既に脱退手当金が支払い済みになっていると言われた。そのような記憶は無

く、納得できないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人の被保険者資

格喪失月である昭和38年12月の前後約２年以内に被保険者資格を喪失した女

性のうち、脱退手当金の受給資格を有していた 13人中 12人（申立人を含む。）

に脱退手当金の支給記録が確認でき、全員が資格喪失日から 12 か月以内（10

人が６か月以内）に脱退手当金の支給決定がなされている上、そのうちの４人

が「会社が脱退手当金の請求手続をしてくれた。」と証言していることを踏ま

えると、申立期間の脱退手当金については、事業主により代理請求がなされた

可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給

を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、

支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、受給した記憶が無いという申立人の主張以外に、申立人が脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

なお、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳を見ると、申立人の性別が男

性と誤って記録されていることが確認できるものの、上記被保険者名簿を始め

他の資料では女性と記録されており、当該台帳を除いては、申立人に係る記録

に不自然な点は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1578 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年３月２日から 31年３月 31日まで 

    私は、Ａ社に勤務していたが、昭和 29 年３月に、子会社のＢ社Ｃ工場へ

出向となり、約２年間、同工場のＤ課で主任として勤務していた。子供がい

たので、出向期間中も健康保険証を使っていたし、厚生年金保険についても

当然加入していたと思う。 

    Ｂ社Ｃ工場に出向していた期間の厚生年金記録が無いことに納得できな

いので調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚の証言から、申立人が申立期間においてＡ社からＢ社Ｃ工場に

出向していたことは推認できる。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期間の後に申立人

の後任としてＡ社からＢ社Ｃ工場に出向したと考えられる元同僚及び申立人

を知っている元同僚については、いずれも、同工場においては厚生年金保険に

加入していないものの、昭和 31年４月以降 35年６月まで、親会社であるＡ社

において、厚生年金保険に加入していることが確認できる。 

しかしながら、出向元であるＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

から抽出した申立期間当時被保険者資格を有している者 34 人に照会し、その

うちの 30 人から回答を得たが、申立人の勤務実態及びＢ社への出向状況につ

いての具体的な証言を得ることはできない。 

また、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間

当時の同社の役員も既に亡くなっている上、現在のＢ社においても、｢申立期

間当時の事業主は亡くなっており、当時のことを知る者は無く、人事関係の書

類は保管していない。｣と回答していることから、申立人の申立期間当時の勤

務実態について確認することができない。 

さらに、申立人は、「申立期間に使用していた健康保険証は健康保険組合の



 

ものだったと思う。」と主張しているが、Ｄ健康保険組合は、「当時の記録（紙

台帳）は震災により失われた。」と回答しており、申立人の加入状況を確認す

ることができない。 

加えて、Ａ社及びＢ社Ｃ工場の健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申

立期間における同名簿の整理番号に欠番は無く、申立人の記録の欠落をうかが

わせる不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 
 



 

兵庫厚生年金 事案 1579 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年７月から 63年４月まで 

    私は、昭和 50年７月から 63年４月までの期間、Ａ社に勤務していたが、

この期間について厚生年金保険の加入記録が無い。 

    途中、退職していた時期もあったが、厚生年金保険料を控除されていたの

は間違い無いので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50年７月から 63年４月までの期間、Ａ社に勤務し、厚生年

金保険に加入していたと主張しているが、同社については、商業登記の記録が

無く、オンライン記録においても、厚生年金保険の適用事業所として確認する

ことができない。 

また、オンライン記録によると、申立人は、Ａ社に勤務したとする申立期間

より後の平成元年９月１日から 12年４月 29日まで、Ｂ社において厚生年金保

険の加入期間があることが確認できるところ、Ｂ社が提出した「退職手当等に

かかる市民税県民税特別徴収税額納税内訳書」及び同社の事務担当者の証言か

ら、申立人は、申立期間を含む昭和 44 年 10 月 20 日から平成 12 年４月 29 日

までの間、同社（当初は、Ｃ社）に継続して勤務していたことが認められる。 

さらに、Ｂ社の事務担当者によると、「Ａ社は、昭和 43年ごろに申立人やＢ

社の創業者も勤務していた会社であったが、社会保険の適用事業所ではなく、

１年経たずに閉鎖となった。このＡ社の閉鎖を機にＣ社が設立され、申立人も

設立と同時に入社した。」と証言している。 

加えて、オンライン記録によると、Ｂ社は平成元年９月１日に厚生年金保険

の適用事業所となっており、前記の事務担当者は、｢当社の厚生年金保険の適

用年月日は平成元年９月１日であり、それまでの間、従業員は国民年金に加入

していた。｣と証言しており、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日は

同日であることから判断すると、申立人が申立期間において、厚生年金保険に



 

加入していたと認めることはできない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1580 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年２月１日から同年７月 31日まで 

    Ａ社で勤務した平成３年２月１日から同年７月 31 日までの期間について、

厚生年金保険被保険者の記録が抜けている。当時、家族もおり、健康保険証

も交付されていた。当然、厚生年金保険の加入手続もしてもらっているので、

調査の上、訂正願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元同僚二人の証言から、勤務していた期間は特定できないものの、申

立人が、当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該元同僚二人は、「申立人は休みがちだったので厚生年金

保険に加入していなかったのではないか。」と証言している。 

また、Ａ社は、「当時の代表者は亡くなっており、関係書類も保管していな

いため、申立人に関する当時の状況を確認することができない。」と回答して

おり、申立期間における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除の有無に

ついて確認できない上、上記の元同僚からも、申立人が厚生年金保険に加入し

ていたことをうかがわせる証言を得ることはできない。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、平成４年４月１日にＡ社にお

いて厚生年金保険の被保険者資格を取得、同年 10月１日に同資格を喪失し申

立期間の被保険者記録は確認できないところ、申立人に係る雇用保険の被保険

者記録は、厚生年金保険の被保険者記録と一致しており、申立期間については、

雇用保険の被保険者記録も無いことが確認できる。 

加えて、Ａ社に係る被保険者縦覧照会回答票によると、整理番号に欠番は無

く、申立人に係る記録の欠落をうかがわせる不自然な点は見当たらない。 
このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から



 

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 1581 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21年６月末から 28年 12月末まで 

私は、昭和 21 年６月末から 28 年 12 月末までＡ社で勤務していたと記憶

している。一緒に勤務していた二人の元同僚には同社における厚生年金保険

の加入記録があるにもかかわらず、私の加入記録だけが無いことに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶する二人の元同僚は、「申立人はＡ社において勤務していたが、

勤務していた時期までは記憶していない。」と証言しており、申立人が申立期

間において同社に勤務していたことが推認できない。 

また、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同社は昭和 25

年８月１日に厚生年金保険の新規適用事業所となっていることが確認できる

上、上記の元同僚二人も、同日までは厚生年金保険や健康保険には加入してい

なかったと証言していることから、申立期間のうち、21年６月末から 25年７

月 31日までは、同社が厚生年金保険の適用を受けていないことが確認できる。 

さらに、Ａ社の厚生年金保険新規適用日（昭和 25年８月１日）から１年以

内に厚生年金保険被保険者資格を取得している元従業員二人は、同社の製品を

最寄り駅まで運ぶ手段について、「最初は人力のトロッコだったが、27 年か

28 年の夏ごろに三輪自動車に変更になった。」と証言している。しかし、申

立人は、「人力のトロッコや三輪自動車の記憶は無く、製品を背負って運ぶ以

外に方法は無かった。」と供述しており、同社で勤務していた当時の記憶と上

記の元従業員二人の証言に相違がみられることから、申立人は、同社の厚生年

金保険新規適用日より前に、同社を退職していた可能性が考えられる。 

加えて、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった際に作成された健康保険

厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人が現場監督だったと記憶している

元同僚を筆頭に 15人が、同社の厚生年金保険新規適用日（昭和 25年８月１日）



 

に厚生年金保険被保険者資格を取得しており、最終の整理番号＊番（30年 11

月 10日に資格取得）までに申立人の氏名は確認できない上、整理番号には欠

番が無く、申立人の記録の欠落をうかがわせる不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに給与から厚生年金保険料が

控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 
 



 

兵庫厚生年金 事案 1582 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年５月 21日から 49年３月１日まで 

    私は、昭和 38 年４月５日のＡ社（現在は、Ｂ社）設立時から継続して代

表取締役を務めている。43 年 11 月 13 日から継続して社会保険に加入して

いたのに、オンライン記録によると、45 年５月 21 日から 49 年３月１日ま

での期間の記録が欠落している。その間も代表取締役として勤務しており、

報酬を受けていた。記録が無いことに納得できないので調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の閉鎖登記簿謄本の役員欄の記録、複数の元従業員及び同社の顧問税理

士事務所の担当者の証言により、申立人は申立期間において、継続して当該事

業所の事業主であったことが確認できる。 

しかしながら、ⅰ）申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票

によると、被保険者資格を昭和 45年５月 21日に喪失し、健康保険被保険者証

を同月 27 日に返納していること、ⅱ）申立人のＢ社に係る同原票によると、

被保険者資格を 49 年３月１日に取得しており、当該資格取得に係る処理の進

達日が同月 14 日であること、ⅲ）厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿

によると、申立人がＢ社で 49 年３月１日に資格取得した際の記号番号が同月

15 日に払い出されていることがそれぞれ確認でき、当該記録に遡及
そきゅう

処理や訂

正等の不自然な点は見当たらない。 

また、Ａ社及びＢ社に係るそれぞれの健保記号番号索引簿において、申立期

間に整理番号の欠番等は無く、申立人の記録の欠落をうかがわせる事情は見当

たらない。 

さらに、Ｂ社及び同社の顧問税理士事務所には、申立期間当時の賃金台帳、



 

源泉徴収簿及び標準報酬月額算定基礎届等の資料は保管されていないことか

ら、同社が申立人の申立期間に係る給与から厚生年金保険料を控除し、社会保

険事務所（当時）に申立てどおりの届出を行ったか否かを確認することはでき

ない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

なお、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判

断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申

立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないこと

を知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の

対象とすることはできない旨規定されている。 

仮に、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を給与から控除されてい

たと認めることができたとしても、申立期間当時、申立人は、上記のとおり、

特例法第１条第１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行していない

ことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当すると認め

られることから、当該期間については、同法に基づく記録訂正の対象とするこ

とはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1583 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正元年生 

    住 所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17年６月１日から 20年９月３日まで 

    私は、店を営むためにＡ社を退職したが、被保険者記録照会回答票が送ら

れてきて、同社退職後に脱退手当金を受給したことになっていると初めて知

った。退職した当時、脱退手当金という給付制度があることも知らなかった

し、退職後一度も会社に行ったことが無く、支払日まで１年半もかかってい

るのもおかしい。脱退手当金を受け取った記憶が無いのに、支給したという

記録があることに納得できないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、申立期間当時の関連資料が残っていないため、脱退手当金の取扱い

については不明であるとしているが、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿により、申立人の被保険者資格喪失月と同月に資格を喪失し、脱退手当

金の支給記録がある６人（申立人を含む。）について調査したところ、そのう

ちの一人が、申立人と同じ日（昭和 22 年５月＊日）に脱退手当金の支給決定

を受けていることが確認できる上、別の一人は、「会社で脱退手当金の請求手

続をしてもらったような記憶がある。」と証言していることから、当時は通算

年金制度創設前であることを踏まえると、事業主による代理請求がなされた可

能性が高いものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い上、当時の脱

退手当金の支給要件の一つが「厚生年金保険被保険者資格喪失後１年を経過」

であったところ、申立人は約１年８か月後に支給決定されており、一連の事務

処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、受給した記憶が無いという申立人の主張以外に、申立人が脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

  

兵庫厚生年金 事案 1584（事案 21及び 304の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10年生  

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年２月１日から 24年 11月 20日まで 

             ② 昭和 25年２月 28日から 27年３月１日まで 

             ③ 昭和 27年９月２日から 29年１月 10日まで 

             ④ 昭和 29年７月１日から 30年１月１日まで 

    社会保険事務所（当時）の記録によると、私が役員として経営に参画して

いたＡ社（その後、「Ｂ社」に改組）での厚生年金保険被保険者期間は、昭

和 24年 11月 20日から 25年２月 28日までとなっているが、私は同社に、

設立時の 22年２月１日から 27年２月 28日まで継続して在籍していたので、

申立期間①及び②も厚生年金保険被保険者であったはずである。 

また、Ｃ社での被保険者期間は、昭和 29年１月 10日から同年７月１日ま

でとなっているが、私は 27年９月２日から 29年 12月 31日まで同社に在籍

していたので、申立期間③及び④も被保険者であったはずである。 

いずれの事業所についても、在籍期間に比べ厚生年金保険の被保険者期間

が短すぎることに納得できないので、正確な記録に訂正してほしい。 

          

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたとは認められないとして、既に当

委員会の決定に基づき、年金記録の訂正のあっせんは行わないとの判断を行っ

た旨、平成 20年３月３日付けで通知が行われている。 

また、その後、申立人は、申立てに係る事業所で勤務していた元同僚から事

実関係を確認してほしい等として再度申立てを行ったため、当委員会では、当

該元同僚等から証言を得るなどしたが、委員会の当初の決定を変更すべき新た

な事情は見当たらないことから、既に当委員会の決定に基づき、年金記録の訂



 

  

正のあっせんは行わないとの判断を行った旨、平成 20年 12 月 24 日付けで通

知が行われている。 

今回、申立人は、これまでの申立てと同様に、自身が申立てに係る事業所で

勤務していた申立期間①から④までの期間については、厚生年金保険被保険者

であったはずであり、被保険者記録を訂正するべきであると主張している。 

しかしながら、今回、申立人から新たな事情は提示されなかった上、これま

での調査結果等を改めて精査しても委員会の当初の決定を変更すべき新たな

事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期

間①から④までに係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものと認めることはできない。 

  



 

  

兵庫厚生年金 事案 1585  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年４月から 25年５月 24日まで 

             ② 昭和 25年５月 24日から 26年６月１日まで 

             ③ 昭和 28年７月 10日から 29年 11月まで 

    昭和 21年４月にＡ社に入社した。同年 12月に、厚生年金保険の加入とボ

ーナス支給を要求して、１週間の労働争議を起こした。会社は要求を受け入

れてくれたので、加入手続されていると思っていた。その時に加入手続が行

われず、会社が厚生年金保険に加入したのが 25 年５月であるならば、私も

すぐに加入しているはずである。また、資格喪失日についても退職したのは

29年に大病をした後なので訂正願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ａ社の当時の代表取締役及び取締役は既に死亡して

おり、同僚等の証言も得ることができないことから、当該期間における申立

人の勤務実態を確認することができない上、当該代表取締役の同社に係る厚

生年金保険の被保険者記録を確認することができない。 

 また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 25 年５月 24

日であり、申立期間①については、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所

になる前の期間であったことが認められる。 

２ 申立期間②について、申立人が記憶している当該期間当時の同僚３人につ

いては、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名

簿」という。）に氏名が記載されていない。 

また、Ａ社の元従業員４人から聴取したところ、いずれも｢自身の入社日

は厚生年金保険の資格取得日よりも前である。｣と証言しており、そのうち

の二人が、「厚生年金保険に加入するまでの間、給与から厚生年金保険料を



 

  

控除されていなかったと思う。」と証言していることから、同社では、必ず

しもすべての従業員について、入社後すぐに厚生年金保険に加入させていた

わけではなかったものと考えられる上、加入手続を行うまでの間、給与から

厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる証言までは得ること

ができない。 

３ 申立期間③については、昭和 28年 11月１日からＡ社で働いていたとする

元従業員（厚生年金保険被保険者資格取得日は 29年４月 13日）が、「申立

人が同社で働いていた記憶は無い。」と証言しており、当該元従業員以外に、

申立期間③において在籍した当時の元従業員から、当該期間における申立人

の勤務実態についての証言を得ることができない。 

４ このほか、被保険者名簿を見ても健康保険番号には欠番が無く、記録に不

自然な点は見当たらない上、申立人が申立期間①から③までに係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資

料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①から③までに係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めること

はできない。 

 



 

  

兵庫厚生年金 事案 1586 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月４日から同年２月４日まで 

昭和 46 年１月分の給料から厚生年金保険料を控除されているにもかかわ

らず、同年１月４日から同年２月４日までの記録が漏れている。調査の上、

厚生年金保険被保険者記録を訂正願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出したＡ社における昭和 46年１月の給与明細書から、申立人が

申立期間において同社に勤務し、給与から厚生年金保険料に相当する金額が控

除されていたことが確認できる。  

しかしながら、当該事業所に係るオンライン記録及び健康保険厚生年金保険

事業所名簿によると、当該事業所は昭和 46 年２月５日に厚生年金保険の新規

適用事業所となっており、申立期間については、厚生年金保険の適用事業所で

はなかったことが確認できる。 

また、事業所記録照会回答票によると、Ａ社は任意包括適用事業所（強制適

用事業所に該当しない事業所で、県知事の認可を受けて適用となる。）と表示

されていることが確認できる上、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

厚生年金保険の新規適用時の被保険者数は４人であることが確認でき、既に亡

くなっている社長を除く申立人を含む３人に、新規適用当時の従業員の人数を

確認すると、「設立時から従業員は社長も含め４人であった。」とそれぞれ証言

している。さらに、上記の被保険者名簿によると、昭和 46 年３月１日に厚生

年金保険の被保険者資格を取得している従業員が一人確認でき、当該元従業員

は「私が入社した時の従業員は４人であった。私は、46 年３月１日以前は勤

務していない。」旨証言している。これらのことから、Ａ社は、申立期間にお

いては従業員４人の事業所であり、従業員数が常時５人以上という当時の厚生



 

  

年金保険強制適用事業所の要件を満たしてなかったことが認められる。 

したがって、給与明細書で確認できる厚生年金保険料に相当する金額の控除

については、本来控除されるべきでない保険料が控除されていたものと考えら

れる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立期間は当該事業所における厚生年金保険の被保険者となることができ

ない期間であったことから、申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被

保険者であったと認めることはできない。 



 

  

兵庫厚生年金 事案 1587 

 
第１ 委員会の結論 
   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 
 
第２ 申立の要旨等 
  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 
  ２ 申立内容の要旨 
    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年９月ごろから 54年４月 18日まで 

             ② 昭和 57年２月 28日から 58年８月 30日まで 

私は、申立期間①にはＡ社（後に、Ｂ社）、申立期間②にはＣ社に勤務し

て、厚生年金保険に加入しているはずであるから調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社で勤務したと主張しているが、オン

ライン記録によると、申立人が記憶している元同僚の当該事業所における厚

生年金保険被保険者記録は確認できず、申立期間①に係る当該事業所の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿、同原票において被保険者資格を有する複数

の元従業員に照会したが、申立人が当該期間において勤務していたことを裏

付ける証言や証拠を得ることができない。 

また、当該事業所は、平成 10年４月 13日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっており、事業主の所在も不明であることから、申立人の申立期間

に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除の有無について確認することが

できない。 

さらに、雇用保険の被保険者記録によると、申立人のＢ社における資格取

得日は昭和 54年３月 16日であり、厚生年金保険の被保険者資格取得日（54

年４月 18 日）とおおむね一致していることが確認できるほか、申立人が提

出した預金通帳（写し）によると、申立期間①とおおむね一致する 53 年８

月から 54 年３月までの国民年金保険料が口座振替されていることが確認で

きる。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｃ社で勤務したと主張しているが、オン

ライン記録によると、申立人が記憶している元同僚の当該事業所における厚



 

  

生年金保険被保険者記録は確認できず、申立期間②に係る当該事業所の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿、同原票において被保険者資格を有する複数

の元従業員に照会したが、申立人が当該期間において勤務していたことを裏

付ける証言や証拠を得ることができない上、当該事業所は、「当時の記録を

保管しておらず、申立人に係る勤務実態は不明である。」と回答しているこ

とから、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除の有無

について確認することができない。 

また、申立人が提出した雇用保険受給資格者証によると、申立人は、昭和

57年２月 27日にＣ社を退職し、翌月の３月８日に公共職業安定所に求職の

申込みを行い、同月 15日から 58年１月９日までの間、雇用保険の基本手当

を受給している記録が確認できる。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、申立期間②のほとんどを含

めた昭和 57 年３月から平成元年３月までの国民年金保険料を納付している

ことが確認できる。 

３ このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与

から厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはで

きない。 

 


